
	1	 はじめに
まず日本の鉄鋼業の置かれた位置を、特に製銑分野を中
心に再度確認したい。その特徴として、以下の8点で整理が
できる。①資源をほとんど輸入依存、②完全な装置型産業構
造（量で勝負）、③国内のみの消費に依存していた今までの
各国での動きとは異なり勝負はグローバル、④国内では実は
寡占、⑤国内では古い産業と見られているため、人材確保難
や異分野技術が入りにくい環境、⑥実は鉄鋼産業は多要素技
術集団である、⑦世界での製銑分野では技術がリード（技術
先進性）が必須、⑧製銑のプロセスは特に大きく変化してい
ないが、それを取り巻く環境が大きく変化している。また実
際に製銑へのインプット条件資源の高騰と劣質化の加速、ア
ウトプットでの環境（CO2やSOXやNOX等）や防災に関する
厳しい視点の増加である。つまりサンドイッチのようにイン
プットとアウトプットの条件が製銑を取り巻く環境では非常
に厳しくなっているのである 1）。
そういった環境下での製銑分野の技術進歩は、コークス、
焼結、高炉という各プロセスの技術の発展だけでなく、それ
らを成し遂げるための異分野技術の進歩、資源環境に応じた
新たな視点からの開発やCO2に代表される環境負荷に関わ
る技術の進歩等の総合的な取り組みである。ここでは主に焼
結やコークスプロセスを中心とした環境関係の技術進歩を受
けて全体総括しながら、製銑が置かれている環境（いわゆる
環境問題だけでなく様々な因子、特にSDGs的な視点も含め
て）の変化を日本での取り組みに関してまとめたい。

	2	 �コークスプロセスでのNOX削減技
術の動向

高炉法による鉄鋼の製造において、コークスは不可欠な存
在であり、コークスを生産するコークス炉は鉄鋼生産にとっ
て重要な設備である。高炉が20 年程度で改修されるのに対
し、コークス炉は高度成長期の1960～70 年代に建設された
ものが稼働を続けている場合も多く、50 年以上も稼働して
いるコークス炉も存在する。これらのコークス炉は老朽化が
著しく、更新や新設が必要な時期を迎えている。コークス炉
の老朽化はすでに1990年代から重要な課題と認識され、炉
体補修等の技術開発が進む一方で、コークス炉のリプレイス
に向けて、次世代コークス製造プロセスの検討が行われてき
た。コークス炉は建設費が高額な設備であり、新たに建設す
るコークス炉には高い生産性をもち初期設備費が相対的に
抑制されることが求められる。また、高炉に求められる強固
なコークスを製造するためには、加熱時の粘結性に富むいわ
ゆる粘結炭が原料炭として必要とされるが、石炭資源の中で
は良質な粘結炭の割合は限られているため、粘結性の劣る非
微粘結炭の多量使用技術を開発することが、足元のコークス
製造コスト削減に寄与するとともに、石炭資源の有効利用の
観点からも大いに求められる。さらに、高温プロセスである
ことからエネルギー消費を抑制することや環境への対応力
が向上することも期待される。これらを背景に、1994 年か
ら2003 年にかけて日本鉄鋼連盟に参加する企業が参画した
国家プロジェクトとして、SCOPE21 （Super Coke Oven for 

Productivity and Environmental enhancement toward the 

21st century）と呼ばれる次世代コークス製造技術開発が行
われた 2-5）。その成果をもとに、日本製鉄（株）では大分、名古
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屋の新設コークス炉にてSCOPE21 プロセスを実機化した。
ここではSCOPE21 プロセスの開発概要と実機化された新設
コークス炉の設備状況について以下に説明する。

SCOPE21 プロセスは高生産性を目標としているため、石
炭の乾留に必要な熱量も従来炉よりも多く供給する必要が
ある。すなわち、燃焼ガスの供給量が従来よりも増加するこ
とになる。一般に燃料ガス量を増加させると局部燃焼が顕著
となり、高さ方向の均一加熱が達成できないだけでなく、燃
焼排ガス中のNOX 濃度も上昇し、環境上好ましくない。そ
こで、既設炉より燃料ガス量が2 倍とした条件下でも均一加
熱、低NOX 燃焼が可能な燃焼構造を開発する必要があった。
燃焼構造を最適化するために、実炉大のフリューで構成され
る燃焼試験炉を建設して、吉田らによって技術的検討が行わ
れた。燃焼試験炉は石炭を乾留する代わりに、相当する熱量
を水冷壁から抜熱する構造で、既存炉型と開発型のフリュー
を備え、比較評価した 6,7）。
シミュレーション計算結果等をもとに、図1に示すような
多段燃焼構造（空気3段吹込み）を採用するとともに、炉底部
のポート形状を変更した検討の結果、図2に示すような、燃
料ガスポートと空気ポートが、隣り合せに配置された構造よ
り、千鳥型に配置した構造のほうが、燃料ガスと空気との接

触が抑制され、炉下部の局所的な燃焼が抑制され、NOX 濃度
の低減に大きく寄与することが明らかになった。さらに、隣
りあう2 つのフリュー（ツインフリュー）間の仕切り壁の底
部にサーキュレーション孔を設けて、排ガスの一部を循環す
ることも、低NOX 化に寄与することが確かめられた。
これらの構造を備えた開発型フリューは、図3 に示すよう
に、従来型フリューに比較してNOX を大幅に低減でき、新設
炉に適用される排出基準（170ppm）を十分満足する水準であ
ることが確認された。また、パイロットプラント炉も同様の
燃焼室構造で設計され、石炭の乾留による抜熱される条件で
も、燃焼試験炉と同等の低NOX が得られることが確かめら
れた。2007年の室蘭6コークス炉のパドアップ以降の日本製
鉄でのコークス炉新設において、すべてこの燃焼構造による
NOX削減技術を織込まれている。

図1　多段燃焼構造（空気3段吹込み） 図3　炉壁温度と燃焼排ガスNOxの関係

図2　燃焼室底部の構造（平面図）
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	3	 �コークスプロセスでのCO2削減技
術の動向

SCOPE炉は、例えば大分では2008 年2 月のコークス炉 稼
働開始以降、順次稼働率を上昇させて2009年1月には、稼働
率 184.5%を達成した。これは石炭装入温度の上昇に伴って、
伝熱計算による予測どおりに乾留時間が短縮され、装入温度
250℃、炉温1270℃で乾留時間13hによるもので、これも非
常に高い省エネルギー（CO2削減）である。更に現在、日本
鉄鋼協会ではSCOPE21以上に新たなCO2削減に取り組んで
いる研究会がある。それは、従来の良質な原料に頼らず、現
在使用されていない劣質で安価な炭素資源を利用しつつ、将
来の大幅な省エネ・省CO2に資するコークス製造技術の基
礎研究を推進することを目的にした「資源拡大・省CO2対応
コークス製造技術」研究会である 8） 。
この研究会の目的には①脱CO2資源であるバイオマスを
利用する技術を開発し、原料面からの省CO2を図る②劣質炭
素資源（バイオマス、褐炭、亜瀝青炭）を使用しつつ、現状並
みの高強度コークスを製造するため、改質技術の原理原則を
追究・理論化し、基盤技術の確立を目指す③劣質炭素資源（バ
イオマス、褐炭、亜瀝青炭）に対応しつつ、省エネ、省CO2に
資する新規の乾留技術の基礎研究を行うという3点があり、
従来のコークスプロセス研究とは抜本的に異なる斬新的なア
プローチの研究である。研究の概要を図4に示す。
具体的なアプローチとして先の日本鉄鋼協会での研究会
の成果 9）を取り込みながら更に4つの取り組みがなされてお
り、一番に目石炭の改質技術の深化では、溶剤改質処理によ
り得た改質炭は、原料炭を超えるコークス強度を発現したこ
とという研究成果 10）を受けて、改質技術の原理・原則追究、

理論化による最適条件探索並びにバイオマスへの適用拡大を
狙う。次に2番目として劣質炭を微粉砕＋熱間成型する技術
を開発されたことを受けて 11,12）、成型化技術のバイオマスへ
の適用と成型物の大型化（亀裂抑制／収縮制御）とバイオマ
スのバインダー（融着）化技術の開発が進められている。ま
た3番目としては、新規乾留技術による省CO2技術への挑戦
として、加圧乾留（数気圧程度）によるコークス歩留り向上、
高品質化と低温乾留として800℃以下を目指して省エネ、省
CO2への貢献する取り組みが進められている。最後の4番目
として改質炭・バイオマス資源の構造解析、加圧・低温乾留
時の炭素化機構の解明をすることで、高圧低温乾留プロセス
の基盤技術の確立を目指している。このような取り組みで、
図5のようなCO2削減に関して非常に大きな成果が期待され
ている。
また2000年 4月に容器包装リサイクル法が完全施行され、
容器包装品を対象とした一般廃プラスチックの再資源化が開
始された。また、日本の鉄鋼業界の動きとしては、日本鉄鋼
連盟が地球温暖化防止対策のための省エネルギー自主行 動
計画として2010年までに1990年に比較して10％のエネル
ギー削減に加え、100万 t／年規模の廃プラスチックを製鉄原
料化することによって1.5％のエネルギー使用量を削減する
目標を掲げている。このような背景で、日本製鉄（株）はコー
クス炉を使用した廃プラスチックの化学原料化技術を開発
し、2000年に世界で初めて実機化している。循環型社会の構
築に向けた取り組みとして、コークス炉を活用した廃プラス
チックの再資源化技術の開発は間接的なCO2削減に貢献し
ている 13）。

図4　「資源拡大・省CO2対応コークス製造技術」研究会の概要
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	4	 �焼結プロセスでのNOX削減技術の
動向

焼結工程は製鉄所における最大のNOX排出源であるため、
1973年のNOX排出規制を機に、鉄鋼各社では焼結機排ガス
のNOX低減研究を開始した。これまでに、多くの製鉄所で高
炉の拡大改修に合わせて焼結機の機長延長などが実施され焼
結鉱の生産量は増大したが、NOX規制値は緩和されることな
く厳しくなっていることから、焼結機におけるNOXの低減対
策が不可避となっている。
これまでの精力的な研究の結果、焼結排ガス中のNOXは
粉コークス等の燃料中窒素由来のFuel NOを主体とし 14）、 粉
コークス表面に形成されるガス境膜内の酸素濃度を低下させ
る高温燃焼がNOX低減に有効であることが明らかとなって
いる 15）。実機の焼結操業では、鉄鉱石造粒用バインダーとし
て生石灰を配合する通気性改善技術がNOX低 減に有効であ
るが、燃焼速度向上に伴う高温燃焼の促進に よって効果が発
現すると考えられる 16）。その他、粉コークス粒度制御の視点
でも検討が行われており、低温で燃焼しやすい0.5 mm以下
の微粉コークスを低減することで、NOX を抑制できることが
知られている 17）。しかしながら、実プロセスにおいて微粉を
篩分け除去することは困難であり、実用面での展開が図られ
ていない。

1992年にKasaiらは、予熱した炭材の燃焼実験からカルシ
ウムフェライト組成粉を粉コークス表面に被覆する NOX低
減法の有効性を提唱している 18-21）。このカルシウム フェライ
ト被覆法（CF被覆法）は、粉コークスの燃焼環境を被覆層の

触媒効果や溶融反応によって制御する新しい 技術思想であ
り、確実なNOX低減効果が確認されている。しかしながら、
粉コークス表面に厚い被覆層を形成させることは燃焼不良を
招き生産性を悪化させる恐れがある。また、大量処理を前提
とした商用プラントにおいて、被覆層の厚みや成分を精密に
コントロールできるプラントイメージを描くことが難しかっ
たため、実用化には至っていない。日本製鉄ではKasaiらの
CF被覆法の着想をさらに発展させ、より簡素な処理工程で
高いNOX低減効果を享受できる新しいプロセスの開発検討
を行った。粉コークス表面被覆層形成や微粉低減処理のNOX

生成と生産性に及ぼす影 響を詳細に調査した結果、NOX低
減技術として粉コークス表面にCaOのみを被覆した改質技
術（Lime coating coke：LCC）の有効性を確認することがで
きた。ここでは、このLCC技術の開発について説明する 22）。
新しいNOX低減技術の開発を目的として、粉コークスの 

CaO単独被覆処理による燃焼制御技術（LCC）の検討を行っ
た。その結果、図6のように粉コークス表面にCaO10%の被
覆層を形成することで燃焼性を悪化させることなくNOXを
低減できることがわかった。CaO被覆層は崩壊しやすいた
め、ドラムミキサーでの他原料との混合時間を極力短くす
ることが重要であり、混合時間を短縮した条件では約18%の
NOX 低減効果を享受した。このLCCの効果は、CaO自体の
反応 ではなくカルシウムフェライト融液の生成を介して発
現されることも明らかになった。本法と微粉コークス除去に
は NOX低減効果の加算性が成り立ち、粉コークス粒度調製
によってさらに高い効果を得ることも可能である。これらの
結果を受けて、図7のように大分製鉄所で実機化されて、図

図5　CO2排出量削減及びコスト削減への貢献
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8のようなNOX削減の操業が実施されている。このような
CaO改質処理は、粉コークス燃焼性を直接制御する新しい視
点のNOX低減技術であり、今後他への実機展開に向けた検討
が期待されている 23）。
焼結工程では、装置内に充填された原料層の内部で焼結反
応が進行するため、NOXの発生メカニズムは複雑で不明な点
が多い。平は充填層内部での反応の理解により、さらなるプ
ロセス改善を可能とすることを目指し、焼結反応中の焼結層
内部の温度分布と、燃焼に伴うNOX発生について、その場観
察を行った 24）。図8に示すような開発された装置で、温度測
定では、焼結層内部で熱電対を走査し、得られた温度データ
を解析することで、充填層内部の温度分布の時間変化を可視
化した。燃焼時のNOX発生に関しては、焼結層内部のガス分
析を実施し、ガス組成の経時変化を解析することで、燃焼帯
内の下層側においてNOX発生量とNOX転換率の双方が大き
いことを確認した。このような新しい手法が適用されること
で、既存技術の効果を検証するとともに、今後の技術開発に
役立っていくとことに大いに期待される 25）。

日本製鉄（株）の和歌山製鉄所では上工程更新投資として
新第1高炉（2009年7月稼動）、新第2高炉（2019年2月）を建
設し、4，5高炉からのスイッチを行った。その結果粗鋼生産
量は380万 tから500万 t/年となり、焼結機においては1，2高
炉の所要量に対応するために2009年1月に既設の第5焼結機
の能力増強および地域環境保全投資として排煙脱硫脱硝設備
および新型冷却機を設置したので、その概要は、5焼結機の
原料、成品、排ガス系統を共用する形で焼結機本体、クーラー
等を新設した。生産能力は上工程更新投資の最終形である粗
鋼500万 t/年体制を踏まえ、かつ従来からの焼結能力不足を
補うために年間240万 tの生産増を計画した。また、増強に際
しては、環境保全として排ガス処理設備には発塵防止だけで
なく、排熱回収を効率的に行う新型円形冷却機の導入等、地
球環境に留意した焼結機を目指した設計がなされた 26）。
冷却機発塵防止対策では、冷却機を選定するにあたっては
省スペースの観点から円形テーブル型を採用した。さらに高
層厚・下層吸い込み上方吸出し方式とし、側板ルーバーから
の冷却空気が全域で淀みの無い一様な対向流で赤熱焼結鉱
と均一に熱交換する伝熱空間を作ることで、冷却風量の低減
と加熱蒸気の生成が可能となった。また誘引ファンによる全
量吸引のためクーラー周辺に放出されていた粉塵が皆無に
なり、またボイラーで排熱回収された排ガスは集塵機または
焼結機へ戻す事によって、大気への粉塵飛散防止を図ってい
る。また地域環境保全投資として図9のように、脱硫率80%、
脱硝率70%を達成する活性炭充填方式の排ガス処理設備を導
入した。脱硝効率をあげるために吸着塔を脱硫と脱硝の2段
設置し、脱硫後の排ガスにアンモニアを添加する方式を採用
することで、焼結排ガスでは例の無い高レベルの脱硝を目指
した。また吸着した硫黄分については活性炭を約450℃に加
熱する事で脱離し、濃度約20%のSRG（SOX Rich Gas）とし

図8　温度測定のための鍋試験の概略図

図6　LCCでのコークス表面での被覆層の様子

図7　LCCが導入された大分製鉄所での操業結果の例
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て石灰石膏法による湿式脱硫装置で石膏として回収する事と
した。このように、実際の製鉄所での焼結プロセスにも環境
対策が非常に進んでいる。環境に関する規制は益々厳しくな
り、今後もこのような環境対策の進んだプロセス導入が進む
と期待される。

	5	 �焼結プロセスとCO2削減技術の�
動向

焼結プロセスにおけるCO2削減の取り組みの代表例は日
本鉄鋼協会で平成21年度に立ち上げられた「低炭素焼結プロ
セス原理の創成」研究会 27）である。鉄鉱石焼結プロセスにお
けるCO2排出量削減可能性を定量評価し、新規焼結技術原理
創成を目指すことを目的に、具体的には、①焼結層内炭材粒
子の燃焼速度と熱移動を詳細解析し、限界凝結材比の概念を
整理、定量化②コークス粉以外の凝結材（Biomass、廃棄物
由来炭材や金属鉄含有リサイクル原料）の使用メリット最大
化とデメリット最小化に取り組み、図10に示すような数値目
標を掲げて、非常に大きな成果を挙げている。

WG Iでは燃焼・酸化反応速度解析、WGⅡでは層構造・
通気性変化解析、WGⅢでは低炭素焼結プロセス検討という
活動を通して、固体C系限界凝結材比の見極めやCa-フェラ
イトによらないFeO系融液による強度確保（革新塊成化技
術）や固体C燃料によらない新焼結プロセス（新燃焼機構）
の視点で研究が進められた結果、Kasaiらを含めた多くの研
究者からISIJ International, Vol. 53 （2013），No. 9，28）に多く
の新知見が報告されている。今後の発展が更に期待される。
その他にも報告があり、焼結鉱の性能向上と高効率生産
は、高炉の生産性や焼結鉱製造時のCO2等の排出量削減に極

めて重要である。しかし、焼結反応の解析を行うことは、鉄
鉱石と炭材を混合、造粒した疑似粒子の充填層内で起きる不
均一な反応であり困難であった。藤部ら 29）は、そこで、焼結
充填層内の局所的な反応条件について着目し、均一な環境下
での焼結模擬実験が可能な手法の開発を行った。焼結プロセ
スの特徴である急速加熱と吸引による通気を実現しつつ、焼
結模擬試料の充填層を燃焼させ、それに伴うガス発生をリア
ルタイムモニタリング可能な焼結ガス反応解析手法を開発し
た。本手法を用いた焼結模擬試料においては、炭材量、共存
させる化学物質（鉄鉱石，アルミナ）により、発生ガスの成分
比と量が変化したことから、焼結プロセスでは、特に、CO の
二次燃焼が変化しやすいことが分かった。焼結プロセスに適
した炭材を探索、評価するためには、不完全燃焼となる反応
プロセスの明確化とともに、解析を進めることが有効である
と示唆された。

図10　 「低炭素焼結プロセス原理の創成」研究会で示された実プロセ
スにおける具体的なCO2発生量削減目標

図9　5焼結排ガスフローと排ガス処理設備概略図
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	6	 まとめと今後の展開
今年はG20が日本で開催されて、そこで非連続的なイノ
ベーションは3E＋S（エネルギー安全保障、経済効率性、環
境＋安全性）を向上させるためのエネルギー転換の主導を日
本が主張し、その中で図11のようにCCUのロードマップが
提案された 30）。現在は鉄鋼業はCO2問題で色々と責められ
ているが、CCUの現実化が可能になれば逆に有効な資源を
生み出すという構図に大きく変化する可能性がある。当然
CCUのような技術は鉄鋼業のみで成し遂げられる訳ではな
く、まさに産業間連携が必須である。つまり異業種技術やプロ
セスの導入であり、異業種とのコラボレーションとなる。CO2

の大部分を生み出してしまっている製銑分野が中心となって、
新たなプロセス構築を考えていく必要がある。そのような柔
軟な創造力を身に着けていくことが必須と思われる。

CCUの中にブルーカーボンがある。これはまさにスラグ
の有効活用である、近年、製鋼スラグの主要な適用先である
沿岸域は、ブルーカーボンの貯留場所、二酸化炭素の固定場
として期待されている。 ブルーカーボンは、海洋生物の作用
によって海中に取込まれた炭素のことであり、2009 年に国
連の環境計画部門（United Nations Environment Program、
UNEP）、食糧農業機関 Food and Agriculture Organization of 

the United Nations、FAO）および教育科学文化機関United 

nations Educational, Scientific and Cultural Organization 

UNESCO ）が共同で発表した報告書「Blue Carbon 」（以下、
UNEP レポート）において初めて定義された 31） 。UNEP リ
ポートの中で、地球環境におけるブルーカーボンのインパク

トの大きさが 提唱され、地球上の生物が吸収する二酸化炭素 

（グリーンカーボンのうち、陸上では半分が、残り半分強 55% 

が海洋、特に沿岸部で吸収していると示された。その概念を
図12に示す。今後の発展が期待される 32-34）。
製銑分野のこれからは、ベースとしてはコークス、焼結、高
炉という各プロセスの技術の発展が益々期待される。同時にそ
れらを成し遂げるための異分野技術の進歩、資源環境に応じ
た新たな視点からの開発やCO2に代表される環境負荷に関わ
る技術の進歩等の総合的な進化と深化が必須である。世界規
模での製銑が置かれている環境（いわゆる環境問題だけでなく
様々な因子、特にSDGs的な視点も含めて）の変化も含めた議
論を深化させて、今後のあるべき製銑プロセスの将来像を自ら
常に追い求めていくことを忘れずに歩んでいただきたい。製銑
分野はいわゆるSDGsに向け、RE（資源効率）の向上のため、
日本の鉄鋼業の製造部門と研究部門の一体化での強みと例え

図11　経済産業省から発表されたCCUのロードマップ

図12　ブルーカーボンの概要
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ばITを組み合わせ、真のCE（循環経済）を実現するため、ど
う考え、どう行動するか？が今後10年に求められている。
  製銑分野のこれからの10年は、ベースとしてはコークス、
焼結、高炉という各プロセスの技術の発展が益々期待され
る。同時にそれらを成し遂げるための異分野技術の進歩、資
源環境に応じた新たな視点からの開発やCO2に代表される
環境負荷に関わる技術の進歩等の総合的な進化と深化が必須
である。すべての製銑に関わる研究者やエンジニアは自ら積
極的に新しい異分野技術を探し製銑分野に導入していくこと
が急務である。世界規模での製銑が置かれている環境（いわ
ゆる環境問題だけでなく様々な因子、特にSDGs的な視点も
含めて）の変化も含めた議論を深化させて、今後のあるべき
製銑プロセスの将来像を自ら常に追い求めていくことを忘
れずに歩んでいただきたい。製銑分野はいわゆるSDGsに向
け、RE（資源効率）の向上のため、日本の鉄鋼業の製造部門
と研究部門の一体化での強みと例えばITを組み合わせ、真の
CE（循環経済）を実現するため、どう考え、どう行動するか？
が今後10年に求められている。
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